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いばらきがん患者トータルサポート事業（社会参加サポート事業、若年患者療養

生活サポート事業及び小児・ＡＹＡ世代のがん患者等の妊孕性温存療法等助成事

業）補助金事務処理要領 

 

 いばらきがん患者トータルサポート事業（社会参加サポート事業、若年患者療養生活サポ

ート事業及び小児・ＡＹＡ世代のがん患者等の妊孕性温存療法等助成事業）補助金交付事務

については、茨城県補助金等交付規則（昭和 36 年茨城県規則第 67 号。以下「規則」とい

う。）及び各補助金交付要項（以下「交付要項」という。）の定めによるほか、この事務処理

要領（以下「要領」という。）によるものとする。 

 

第１ 趣旨 

   県は、いばらきがん患者トータルサポート事業（社会参加サポート事業、若年患者療

養生活サポート事業及び小児・ＡＹＡ世代のがん患者等の妊孕性温存療法等助成事業）

補助金の適正かつ円滑な運用を図るため、規則及び各交付要項の規定によるほか、この

要領の定めるところにより、必要な助成を行うものである。 

提出された申請書類の事務処理に当たっては、法令等で県が行うことと定められて

いる事項以外の事務については、県から業務委託を受けた公益社団法人茨城県看護協

会（以下「受託者」という。）においてその一部を処理するものとする。 

第２ 定義 

   この要領において「申請者」とは、各補助金交付要項において定める補助対象者で、

補助金の交付を受けようとする者のことを指す。 

第３ 補助金交付対象者 

   各交付要項に定める補助対象者である。 

（１）未成年の場合 

   補助対象者が未成年の場合、原則として申請者は親権者又は未成年後見者とする。

「親権者」とは、子に対して親権を行う者であり、一義的には実父母が共同で親権を行

う。離婚している場合は、どちらか一方が親権者となる。 

親権者及び未成年後見者がいない場合は、「主たる生計維持者（患者が主として他の

者の収入により生計を維持している場合にはその者）」が申請者となることができる。  

生計を維持している者という概念は、健康保険法等で扶養者と被扶養者の関係を定

めるに当たって用いられている概念と同等であるが、主たる生計維持者の実態が必ず

しも健康保険証上の扶養関係と一致しているとは限らないため、主たる生計維持者の

確認にあたっては、生計を維持している者からの扶養誓約書（様式任意）により確認す

るものとする。 

上記補助金の交付は、親権者又は未成年後見人、主たる生計維持者名義の口座への振

り込みとする。 

（２）住所 

   「住所」とは民法（明治 29年法律第 89号）第 22条の「人の生活の本拠」、すなわち
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その者の生活全般の活動の中心となる本拠を意味する（最判昭 29.10.20 等）。「住所を

有する」とは、当該申請者に関する事項が住民基本台帳に記載されていることと解して

差し支えない。よって、疑義が生じた場合には、原則、住民票により確認するものとす

る。 

   適法に生活の本拠を構える外国人であれば、本補助金の対象となり得る。 

申請者が外国籍の者（無国籍の者も含む）の場合の住所地は出入国管理及び難民認定

法に基づく在留カード、住民票、仮滞在許可書により確認できる。 

   難民申請中又は審査請求中に仮滞在が認められた場合には転入を届け出ることとさ

れており、それにより住民票を取得できる（住民基本台帳法（昭和 42年法律第 81号）

第 30 条の 46）。若しくは、難民申請前に中長期（3 か月以上）の在留資格により適法

に在留していた場合は、在留カードが交付される。住民票または在留カードにより、日

本に住所を有する者であることが確認できる。 

   社会保障制度を外国人に適用する場合には、そのよって立つ社会連携と相互扶助の

理念から、国内に適法な居住関係を有する者のみを対象者とするのが一応の原則であ

る（最判昭 53.3.30）。本補助金は、県費（妊孕性温存療法等助成事業は国費も負担。）

で支える制度であるため、不法滞在者は本補助金の支給の対象とはならない。なお、仮

放免されている場合であっても、仮放免はあくまで収容を一時的に解除する措置であ

り、その者が依然として不法滞在者であることに変わりはない。 

（３）年齢 

社会参加サポート事業の補助金交付対象者に年齢制限はない。 

（４）脱毛の副作用を伴うがん治療を受ける予定で購入・レンタルの場合 

   脱毛の副作用を伴うがん治療を受ける予定で、今後の脱毛に備えてウィッグを購入・

レンタルした場合でも補助対象とする。ただし、治療方針計画書等に脱毛の副作用を伴

う治療であることが分かる内容が記載されていること。 

（５）申請者の死亡に伴う措置 

   申請者が申請書類提出後に亡くなった場合、県は交付決定前にその事実を覚知した

ときは不交付決定とし（若年患者療養生活サポート事業における補助対象者が申請者

である場合を除く。）、交付決定後にあっては、申請者の相続人であることを証するもの

（遺産分割協議書）又は法定相続人の間で相続人代表者１名を決定し、その者が正当な

権利を有し他の権利者が交付申請及び補助金受領することに同意していることが分か

る書類（申請、受領に関する委任状）及び相続人又は相続人代表者から県に対する請求

書を添付するものとする（別紙参照）。その際、亡くなられた方の相続人であることを

証する戸籍謄本、除籍謄本等を提出し相続人の権利関係を明らかにするものとする。 

第４ 助成対象品目について 

（１）ウィッグ 

   助成金の対象となるものは、全頭用のウィッグ及びその装着に必要な頭皮保護用の

ネットに限る。ただし、全頭に毛髪が付いている帽子は全頭用のウィッグと同等とみな

す。 
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個数は問わず、複数購入されたものをまとめて申請することができる。ただし、申請

できるのは１人１回限りであり、 最初に購入した対象ウィッグの購入日から１年以内

に申請する必要がある。 

部分的なウィッグや、部分的に毛髪がついた帽子（ケア帽子等）は対象外とする。 

   ウィッグを置くスタンドや、日常的なケア用品（クリーナー、リンス、ブラシなど）、

補整具の購入や貸与を受けるために要した交通費及び郵送費、振込手数料等は対象外

とする。 

   ウィッグ、乳房補整具それぞれ１回ずつ助成を受けることができる。 

（２）乳房補整具 

      対象費用は、乳がん術後用の下着（補整パットの出し入れ可能なもの）、ブラジャー、

キャミソール、タンクトップ、パット、胸帯、人工乳房（エピテーゼなど）等及び乳が

ん術後用として設計された温泉入浴着・水着（パットや人工乳房が入れられる等の機能

があるもの）とする。 術後用か否かの判断は、製品のカタログ等の商品説明表示に医

療ケアに適したものであることが示されたものであること。 

対象外費用は、補整具の購入や貸与を受けるために要した交通費及び郵送費、振込手

数料等とする。乳がんの全摘手術を受け、腹部の一部（自家組織）を使用した乳房再建

術後に「ウエストニッパー」を購入した場合など、手術後の医療ケアが主目的であるこ

とから対象にならない（本助成事業は外見変貌を補完する補整具等の購入費用の助成

が目的である。）。 

個数は問わず、複数購入されたものをまとめて申請することができる。ただし、申請

できるのは１人１回限りであり、 最初に購入した対象補整具の購入日から１年以内に

申請する必要がある。 

ウィッグ、乳房補整具それぞれ１回ずつ助成を受けることができる。 

（３）若年患者の福祉用具 

   福祉用具の購入やレンタルのために要した交通費及び郵送費、振込手数料等は補助

対象外となる。 

（４）若年患者の居宅介護サービス 

月単位で請求することができ、複数月分をまとめて請求することもできるが、初月分

の支払い日から１年以内に申請する必要がある。 

第５ 助成対象費用について 

   次に掲げる品目についての対象外費用は、通信販売や遠隔地の店舗等で購入した際

の送料や振込手数料などのほか、クーポンやクレジットカードなどの各種ポイントサ

ービスのポイントを利用して購入した場合、クーポンやポイント利用分は割引として

扱い助成対象費用には含めないこととし、ポイント適用後の請求金額（実際の支払額）

を補助対象とする。 

過去に他都道府県で同一の補助対象品に対する補助を受けたことがある場合、二重

補助となることから補助対象外とする。 

（１）ウィッグ 
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   対象費用は、助成対象ウィッグの本体価格（消費税を含む）とする。 

   ウィッグの購入と合わせて行われるカット等（ウィッグ代に含まれるカット料金）は

対象とする。 

（２）乳房補整具 

   対象費用は、助成対象補整具の本体価格（消費税を含む）とする。 

（３）若年患者の福祉用具 

   対象費用は、助成対象福祉用具の本体価格（消費税を含む）とする。 

（４）若年患者の居宅介護サービス 

   対象費用例は、介護保険指定事業所による以下のサービスである。 

①訪問介護（ホームヘルプサービス） 

   身体介護（食事、清拭、入浴、排泄などの介助） 

   生活援助（調理、洗濯、掃除、買い物などの介助）、通院・外出介助など 

②訪問入浴介護 

③居宅介護支援（ケアプラン） 

居宅サービス等の利用に関する相談や適切なサービス利用のための居宅サービス計

画の作成 

④医師の意見書作成費用（本補助金申請に要するものに限る。） 

第６ 添付書類について 

（１）領収書 

   インターネットやクレジットカード決済で購入したため領収書が発行されない場合、

申請者が、購入店に領収書の発行を依頼したものの、困難な場合は、受注メールや納品

書の写しなど、購入者、購入店、購入日、金額等がわかるものを提出するものとする。

（例）請求明細書、納品明細書など 

若年患者の居宅介護サービスにおいて、居宅サービス計画の作成を行う場合、厚生労

働省の「居宅サービス計画書標準様式及び記載要領」を参考とすること。 

（２）明細書 

   明細書がない場合には、申請時に付属品が含まれるかどうか可能な範囲で聞き取り

を行う。 

第７ 交付申請 

（１）交付申請者 

   原則として、助成対象者本人が申請するものとする。ただし、助成対象者が未成年の

場合は、その親権者又は 成年後見人が申請するものとする。 

やむを得ない理由（がん治療の受療により期限までの申請が困難な場合、申請書類の

発行に相当の時間を要する場合等）により、助成対象者本人が申請できない場合は、助

成対象者が自署又は押印した「委任状」を作成した場合に限り、その受任者が申請者と

なることができる。この場合、添付書類のうち本人確認書類については、対象者本人の

ものが必要となる。 

住民票が茨城県内にあるが、現在の住居の住所とは異なる場合（居所）でも申請書に
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は住民票の住所を記載するものとする。ただし、交付決定通知書などの書類を居所に送

付することを強く希望することに理由（ドメスティックバイオレンス（DV）や児童虐待

のため住所に通知することにより危害が及ぶことが考えられる場合など）がある場合

には、任意の様式に居所を記載して申請書に添付すること。 

（２）交付申請期限 

交付申請は、各補助金交付要項で規定している場合を除き、原則として補助金ごとに

交付要項で定める日までに行わなければならない。ただし、郵送による場合は、申請期

限の日の郵便官署の消印の日が確認できる場合は対象とする。 

補助対象品目を購入又はレンタルした日から１年以内（申請日時点から過去１年以

内に購入されたもの又は貸与を受けたもの）に申請を要する場合で、分割払いの場合、

全ての支払いが完了した日（領収証に記載された日）から１年以内に申請するものとす

る。 

   なお、交付申請期間の末日が行政機関の休日（土曜日、日曜日、国民の祝日に関する

法律（昭和 23年法律第 178号）に規定する休日及び 12月 29日から翌年の１月３日ま

での日）に当たる場合は、翌開庁日を交付申請期間の末日とみなす。 

  ア ウィッグ 

    過去の治療であっても、治療の証明が可能であれば申請できるが、対象品目を購入

又はレンタル費用の支払い日から１年以内（申請日時点から過去 1 年以内に購入さ

れたもの又は貸与を受けたもの）とされているので、期限内に全ての申請書類を提出

する必要があり、提出された書類に不備がある状態で申請期限を過ぎた場合、助成金

を支給することはできない場合があるので留意すること。 

  イ 乳房補整具 

    手術後１年半以内で、かつ対象品目を購入又はレンタル費用の支払い日から１年

以内とされているので、期限内に全ての申請書類を提出する必要があり、提出された

書類に不備がある状態で申請期限を過ぎた場合、助成金を支給することはできない

場合があるので留意すること。 

  ウ 若年患者療養生活サポート事業 

    対象となる福祉用具の購入又はレンタル費用若しくは居宅介護サービス等の支払

い日から１年以内とされているので、期限内に全ての申請書類を提出する必要があ

り、提出された書類に不備がある状態で申請期限を過ぎた場合、助成金を支給するこ

とはできない場合があるので留意すること。 

  エ 妊孕性温存療法等助成事業 

    妊孕性温存療法等に係る費用の支払日の属する年度内となるで、期限内に全ての

申請書類を提出する必要があり、提出された書類に不備がある状態で申請期限を過

ぎた場合、助成金を支給することはできない場合があるので留意すること。なお、妊

孕性温存療法実施後、期間を置かずに原疾患治療を開始する必要があるなどのやむ

を得ない事情により、当該年度内に申請が困難であった場合には、翌年度に申請する

ことができるが、理由書（様式自由）を添付して申請すること。 
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（３）交付申請方法 

  ア 申請者は、交付申請書及び添付書類（原本の提出を求めている添付書類は、原本を

提出する。）を受託者（公益社団法人茨城県看護協会）に対して送付しなければなら

ない。なお、受託者あてに送付したものは要件等が確認され後茨城県知事あてに提出

される。 

イ 補助金の支払いは原則として銀行等の口座（以下「支払先口座」という。）に県が

送金払により行うため、原則通帳の写し等支払い口座番号が確認できる書類を添え

て提出しなければならない。 

ウ 申請者は、ア及びイの添付書類以外の書類であって、交付・不交付の決定に係る審

査に県及び受託者が必要と認める書類等を、その求めに応じ提出又は提示しなけれ

ばならない。 

エ 受託者は、交付申請書等が提出されたときは、以下の事項について確認を行った上

で当該交付申請書等を受領する。 

(ア) 交付申請期間内に提出されていること 

(イ) 所要の事項が記載されていること 

(ウ) 所要の添付書類が添付されていること 

オ エ(イ)又はエ(ウ)の事項について不備があった場合、受託者は相当の期間を定め

て、申請者に補正を求める。指定された期間内に申請者が補正を行わない場合、受託

者及び県は 30日以内に補正を行うよう書面における修正指示により求めることがで

きる。申請者が期限までに補正を行わない場合、申請が取り下げられたものとみなし、

当該補助金申請書類は返却しないことができる。 

（４）交付申請の取り下げ 

   ア 申請者が受託者又は県に対し、交付申請の取り下げを申し出たときは、県がこれ

を認めた場合に限り、取り下げを行うことができるものとする。 

   イ 県は、交付申請の取り下げを申し出た申請者に対して、提出された交付申請書等

の書類を返却しないことができる。 

第８ 申請書類等の保存 

     申請者は、提出した書類等を、交付決定日の翌日から起算して５年間保存しなければ

ならない。 

  第９ 交付要件の確認 

  （１）不交付要件に該当しないことの確認 

     受託者及び県は、交付申請を行った交付対象者が、不交付要件に該当しないことを次

に定める方法により確認する。 

     ア 暴力団関係者でないことの確認 

受託者又は県の窓口における対応、県民等からの内部通報等により暴力団関係

者でないことについて、疑義が生じた場合、県は県警察本部に対して照会を行う。 

確認の結果、当該不交付要件に該当することが判明した場合、適切に対応する。 

   イ 県が審査に必要な事項についての確認や適正交付のための調査を行う際に申請
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者は協力すること。このため、申請者は確認や調査に応じなければ事実を確認する

ことが出来ないため不交付又は交付決定取消となること、確認や調査にあたり必

要に応じて関係者へのヒアリングや関係機関等（取引先等）への照会を行う場合が

あり得ること、法令に義務づけられている書類の適切な保管や県が求める書類の

提出又は提示が指定期日までに行われない場合はみなし取り下げとなること、不

正受給が発覚した際の補助金の返還等について、承諾していることを申請の前提

とする。この前提を覆す意思表示をしている申請の場合には、申請への対応を個別

に協議する。 

第 10 不交付決定要件 

   補助金の不交付決定にあたっては、規則及び各補助金交付要項に定めるほか、次のい

ずれかに該当する場合、不交付とする。 

  ア 申請者が不正に補助金を受給しようとしたとき 

  イ 不交付決定の理由が法令等に照らして適合しているとき 

第 11 個人情報の取扱いについて 

受託者及び県は、この申請により得られた個人情報は、当該助成金の交付事務以外に

は使用しない。また、関係法令を遵守し厳重に管理するとともに、漏洩、不正流用、改

ざん等の防止に適切な対策を行うものとする。 

受託者及び県は、申請書類のような重要な郵送物については、郵送物に「重要」と記

したうえで、送付元及び送付先の機関においては、必ず発送及び到着の記録と併せて相

互間において届いたかどうかの確認を行う。 

特に処理期限がある重要な郵便物については、配達証明が取れる方法で行うものと

する。 

受託者及び県は、個人情報が記載された通知の送付に当たっては、取り違えによる個

人情報漏洩が生じないよう、担当者だけでなく、ダブルチェックを徹底するなど、確認

作業を丁寧に行うものとする。 

第 12 不服申立てについて 

本補助金の交付の申込みの意思表示は、民法第 533 条の負担付贈与の申込みの意思

表示であり、その諾否の応答は行政処分ではないことから、審査請求の対象とはならな

い。 

 

  附則 

この要領は、令和７年５月 21日から適用し、令和７年７月８日から施行する。 

附則 

この要領の一部改正については、令和８年４月１３日から施行し、令和８年４月１日か

ら適用する。 

  



 

8 

 

 

委 任 状 

 

委任者 住所                                   

（補助金受取の権限を任せる方） 氏名                       

              電話番号      －       －        

（日中、連絡が取れる番号にしてください。） 

 

 私は、下記の者を代理人と定め、次の権限を委任します。 

 

 

 いばらきがん患者トータルサポート事業（社会参加サポート事業・若年患者療養生活サポート事業・

妊孕性温存療法等助成事業）補助金の受領に関すること 

※（ ）内の該当するものに○で囲むこと。 

 

 令和  年  月  日 

 

 代理人 住所  〔〒   －    〕  

                                        

（補助金を受け取る方） 

     氏  名                      

    （電話番号）    －       －        

（日中、連絡が取れる番号にしてください。） 
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請 求 書 

 

茨城県知事  殿 

 

請求年月日  令和  年  月  日 

 

請求者 住所  〔〒   －    〕                      

（補助金を受け取る方） 

氏名                     

（電話番号）    －       －        

（日中、連絡が取れる番号にしてください。） 

 

 いばらきがん患者トータルサポート事業（社会参加サポート事業・若年患者療養生活サ

ポート事業・妊孕性温存療法等助成事業）補助金       円を請求します。 

※（ ）内の該当するものに○で囲むこと。 

 

  

 

 茨城県からの私あての支払いは、下記口座に振り込んでください。 

支払金の内容 

いばらきがん患者トータルサポート事業 

（社会参加サポート事業・若年患者療養生活サポート事業・

妊孕性温存療法等助成事業）補助金 

※（ ）内の該当するものに○で囲むこと。 

振

替

口

座 

金融機関名         銀行      支店 

預金の種目 
１普通 ２当座 ３その他（       ） 

※該当する種目を○で囲むこと。 

口座番号 №             

（フリガナ） 

口座名義 

（                   ） 

 

 

 


